
 

臨海学校の様子 

満韓経営を担う人材養成 
 

大正４（1915）年、日本は中国に二十一カ条の要求を突き付け、中国との経済関係は重

要性を増し、中国事情に精通した実業家の育成が重視されることとなった。山口高商創設

当初に掲げていた「満韓経営」の地域は支那(中国)へと拡大される。 

 

支那貿易科の新設 
 

時局に呼応して、大正５年４月に高商卒業

者及びこれと同等の学力を有する者を入学

資格者とする修業年限１年の支那貿易講習

科(大正７年に支那貿易科に改称)を新設し、

対支商業に必須な知識を習得させた。 

支那貿易科は昭和１４（1939）年には東亜

経済研究科と改められ、授業時間の大部分

を支那関係の授業が占め、昭和２３年まで続

いた。   

貿易別科の新設 
 

昭和４年には、世界恐慌を背景として、支那だ

けでなく南アジア・南米の市場開拓が緊急である

とし、中学校卒業生及びこれと同等以上の学力を

有すると認められる者を入学資格者とする修業

年限１年の貿易別科が新設された。授業科目は、

支那語週１０時間、馬来（マレー）語２時間を始め

として支那・南洋経済事情など実践的科目を配し

た。 

修業年限が１年と短いため、夏季休暇を利用して室積などの海岸で臨海学校を設けて

特訓し、中国及び南洋貿易の第一線で活躍する人材の育成を目指した。   

支那科の新設 
 

昭和８年には、満州事変の勃発にともない、支那・満蒙で活躍できる人材を養成する目

的で、学内予算で本科に支那語専修班（１学級）を新設した。その後、昭和１４年に１学級

増設と定員増が認められ、２学級の支那科を設立。本科は第１部と第２部（支那科）に分け

られた。支那科の授業は、総時間数の４割を東亜関係の文化、社会、経済、財政、金融論

などにあてたもので時局色の濃い学科であった。 

必須科目 
授業時

間(週) 
選択科目 

授業時

間（週）

支那経済事情 ７ 英語 ２ 

日支経済関係 ２ 近世外交史 １ 

支那最近社会事情 ２ 農業大意 １ 

支那最近史 １  

（選択科目より、１～２

科目を選択する） 

 

 

支那貿易科の 

学科課程 

（大正７年） 

植民政策 １ 

国際法 ２ 

英語 ３ 

支那語（中国語） ８ 
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東亜経済研究 創刊号 

山口高商といえば「東亜経済研

究」といわれるほどだった 

国・地域 冊数 割合 国・地域 冊数 割合

日本 3361 30.9% ロシア 237 2.2%

植民地 997 9.2% 欧州 457 4.2%

満蒙 2003 18.4% 北米諸国 172 1.6%

支那 2458 22.6% 中南米諸国 142 1.3%

ｲﾝﾄﾞ・南洋 293 2.7% 豪州・アフリカ 51 0.5%

東アジア小計 9112 83.7% 国際・世界 437 4.0%

 その他 282 2.6%

東亜経済研究所所蔵図書資料 内訳 (昭和１３年) 

所蔵している資料の８割が東アジア関連の資料だった 

  鷲尾健治校長  

東亜経済研究会 
 

支那貿易講習科の設置にともない、山口高商の東亜経済

志向は「実際ニ重キヲ置ク」ばかりでなく、教育機関としての

側面にも重点を置き始めた。大正６（1917）年に東亜経済研

究会が設立され、研究資料の収集、研究会、会報と叢書の

発刊、講演会の開催などを行った。同年５月、機関誌「東亜

経済研究」を創刊。昭和２０（1945）年の高商創立４０周年記

念号で戦前における刊行は終わったが、その間２９年の発行

は１１５冊、掲載論文９１９篇に上る。（その後は昭和３２年に

復刊し現在に至っている。）執筆者は山口高商教授陣、帝国

大学教授、満鉄調査部職員などで、当時の大学を含め時流

を代表する最高水準を保持していた。 

夏季には、東京や大阪で学界の権威や財界の首脳を講師

とした東亜事情講習会を開催するなど、活発な活動を展開した。    

東亜経済研究所の設立 
   

当時盛んだった大学昇格運動に関連して、商業・経済資料の

収集・整理・調査を目的とする調査部が大正１０年に設置された。

昭和元年に調査課となり、「東亜経済研究」、「山口商学雑誌」の

編集、刊行業務を担当した。また、図書資料についても管掌した。

その後、鷲尾校長が本校内の公設調査機関設立を提唱し、昭和

８年に調査課は「東亜経済研究所」となった。当時の実業専門学

校における最初の研究所設立である。 

東亜経済研究所は東亜経済研究会と一体となって活動を展開

し、「東亜経済展覧会」の開催、「支那経済年報」の刊行も行った。研究所の収集した図書

資料の種類は次第に増加し、東

亜経済に関する文献資料センタ

ーの役割を果たすようになって

いった。 

しかし、昭和２１年に進駐軍に

よる資料の接収を受け、これを

きっかけに東亜経済研究所は閉

鎖された。 
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外国語の授業風景 

英語・朝鮮語・支那語・ドイツ語には外国人教師が配されていた 

学生数の推移 

（『山口大学三十年史』より） 

学生定員の増加 
 

山口高商への転換時の生徒総定員は３００名

であったが、明治４５（1912）年に３６０名、大正

６（1917）年に４８０名へと増加していく。昭和４

（1929）年、神戸商科大学が新設され、商大が

予科、専門部を置かないために神戸高商の定

員を山口、長崎、小樽、名古屋の４高商に配分

することとなり、総定員数は６６０名となった。

さらに昭和１４年の支那科新設によって８４０

名へと増大した。   

外国語の重視 
 
 山口高商は外国語を重

視した。明治４０年の学科

課程では毎週授業時間３５

時間のうち英語が１０時間、

第二外国語が３時間、合

計１３時間と外国語の授業

が３分の１を占めている。

第二外国語は設立当時は

清語・韓語から出発し、時

勢にともないドイツ語、ロシア語、フランス語、スペイン語などが導入された。   

名物 満韓修学旅行 
 

実業教育の趣旨に基づき、また学校の位置が商工業地から遠いという弱点を補おうと、

修学旅行の制度が設けられた。３年生は満韓地方や支那への修学旅行を実施し、１・２年

生は内地修学旅行を実施した。３年生の旅行は３０日程度の行程で、中国、朝鮮各地の商

店や工場を見学し、実業界各方面の講演を聞いた。 

外国旅行を行う実業専門学校は他に例がなく、明治４０年５月２３日から３１日間にわた

る満韓修学旅行は実に画期的なこととして注目を浴びた。カンカン帽姿での修学旅行は高

商名物となった。明治４１年には成績考査の細目中に修学旅行という一章を設け、旅行報

告書もしくは論文を提出させ、評点を試験点に加えた。 

しかし、山口高商の修学旅行は大正１２年で終わりを告げた。後年、旧制山口高等学校

なども大陸への修学旅行を実施している。
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清国留学生の教育 
   

日清戦争以後、清国政府は近代化を図るため、留学生を積極的に日本へ派遣した。山

口高商では、「文部省直轄学校外国人特別入学規程」に依拠し、明治４０（1907）年４月に

初めて６名の清国留学生を受け入れた。明治４１年以降は五校特約（※）に基づき、修業年

限１年の予科を特設し、予科修了後に本科に進むこととした。卒業生は、有名な銀行家・李

銘など実業界で活躍する人材が多かった。   
年次 第３学年 第２学年 第１学年 予科 合計 

明治４０年   ６ ６

明治４１年  ３ １ ２６ ３０

明治４２年 ３ １ １２ ３８ ５４

明治４３年 １ ９ ４２ ３４ ８６

明治４４年 ９ １９ ４１ ３０ ９９

明治４５年 ２ ４ ３ ９

大正 ２年 ４ １ ５

大正 ３年 １  １

   
ところが明治４４年５月、修学旅行先を巡り留

学生と学校の間にトラブルが発生したことや、清

国における辛亥革命勃発、中華民国成立などの

激動により大正期には留学生の数は激減した。                                      

満州国留学生 
 中国人留学生の受け入れ再開は昭和に入っ

てからとなる。昭和７（1932）年の「満州国」成立

を機に、昭和１１年に満州人科及び同予科が設

置された。この年から留学生は満州国での学力

検査を終え、本校に推薦されることになった。日

本語が堪能な者は本科の学科を受け、そうでない者は日本語講習会受講生として予備教

育を受けた。昭和８年には留学生１８名が入学し、その数は年を追って増加し、昭和１１年

には留学生特設予科の制度が設けられた。この年の留学生総数は８３名に達し、「留日学

生会山口高商支部」が結成された。昭和１４年に山口県と留日学生会の好意により「満州

国留学生会館」として、本校内寄宿舎に接した場所に寄宿舎２棟が新築された。また、招待

晩餐会や卒業生には送別晩餐会を開き、隣邦学生との親交を深めた。 

 

清国留学生数（『山口高等商業学校沿革史』より） 

※五校特約とは… 

1907年、日清政府間で締結した清国留

学生受入に関する協定。主な内容は

1908 年以降１５年間、毎年、日本の官

立高等教育機関５校で受け入れ、代償

として学生１名につき毎年２００～２５０

円の教育費を清国が日本に納めるとい

うもの。受入校と人数は以下のとおり。 

第一高等学校６５名 

東京高等師範学校２５名 

東京高等工業学校４０名 

山口高等商業学校２５名 

千葉医学専門学校 10 名  

入学願書及び証明書 
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